
 

 

景 況：回復基調も小休止。 

見通し：模様眺め。 

 

 

◎都内中小企業の業況は４ポイント悪化し、回復基調のなかで小休止となって

いる。業種別では製造業、卸売業が横ばい、小売業、サービス業で悪化が目

立つ。また、向こう３ヶ月の見通しは円高問題等もあり、模様眺めの状態と

なっている。 

○３月の都内中小企業の業況ＤＩ値は▲36（前月▲32）と４ポイント悪化し、

２ヶ月連続の改善が止まり、小休止の状態となった。製造業は▲24（同▲23）

とほぼ横ばいに推移し、３ヶ月連続▲20台を維持している。卸売業も▲32（同

▲31）と同様に横ばいの状態。小売業は▲61（同▲52）と９ポイント悪化し、

３ヶ月連続の改善傾向が止まった。またサービス業も▲30（同▲22）と８ポ

イント悪化した。 

業種区分ごとでみると、製造業は横ばい状態のなかで「繊維・衣料」｢機械

器具｣が改善している。卸売業は｢衣料品･身の回り品｣「日用雑貨」が改善し

たものの、｢建築･住宅関連｣は悪化した。小売業は「日用雑貨」以外の全業種

で悪化した。サービス業は「個人関連サービス」が大幅に悪化した。 

○前年同月比の売上高は▲26（前月▲30）と４ポイント改善した。業種別では

製造業が３ポイントとやや改善したほか、卸売業、サービス業がそれぞれ10

ポイント、７ポイント改善した。一方、小売業は７ポイントと大きく悪化し

た。業種区分でみると製造業の「繊維･衣料」、卸売業の「日用雑貨」が大幅

に改善した。サービス業も「企業関連サービス」「個人関連サービス」ともに

改善した。小売業では｢余暇関連｣「耐久消費財」が悪化した。 

○当月と比べた向こう３ヶ月（４～６月）の業況見通しは、▲17(前月▲17)と

変化なく、円高問題等を抱え模様眺めの状態となっている。業種別にみると、

製造業は▲12（前月▲７）と５ポイント悪化し、先行きへの期待がやや弱ま

っている。卸売業は「機械器具」が14ポイント悪化した以外はすべての業種

区分で横ばい又は改善した。一方、小売業は▲30（同▲33）と３ポイント改

善し、サービス業は▲21（同▲21）と変化がなかった。 
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景況指数表 

・指標値(％):DI＝「良い」・「増加」等企業割合－「悪い」・「減少」等企業割合 

３ 月 の 景 況 今後３ヶ月の見通し 調査対象 
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全       体 ▲36 ▲23 ▲26 ▲ 6 ▲12 9 ▲17 ▲10 ▲27 

製   造   業 ▲24 ▲11 ▲12 18 ▲10 9 ▲12 ▲ 8 ▲17 

繊 維 ・ 衣 料 ▲30 ▲ 9 ▲31 4 ▲ 7 4 ▲17 ▲12 ▲40 

木 材 関 連 ▲42 ▲39 ▲43 ▲ 2 ▲29 20 ▲31 ▲23 ▲52 

紙 ・ 出 版 ・ 印 刷 ▲30 ▲13 ▲20 6 ▲10 10 ▲16 ▲10 ▲27 

化 学 ・ 皮 革 ▲27 ▲10 ▲16 18 ▲ 8 5 ▲15 ▲15 ▲30 

金 属 材 料 ▲25 ▲ 8 ▲18  47 ▲ 8 9 ▲ 9 ▲ 3 ▲18 

機 械 器 具 ▲ 9 ▲ 9  11  20 ▲ 9 10 ▲ 8 ▲ 4 7 

 

食 料 品 ・ そ の 他 ▲42 ▲27 ▲14  0 ▲20 13 ▲ 5 ▲ 6 ▲16 

卸   売   業 ▲32 ▲17 ▲14 ▲13 ▲ 3 13 ▲10 ▲ 1 ▲18 

衣料・身の回り品 ▲33 ▲20 ▲21 ▲12 ▲ 6 27 ▲11 3 ▲23 

食 料 品 ▲31 ▲10 ▲31 ▲15  1 9 ▲14 2 ▲35 

日 用 雑 貨 ▲32 ▲21 ▲19 ▲19 ▲10 5 ▲11 ▲ 5 ▲23 

建 築 ・ 住 宅 関 連 ▲54 ▲36 ▲42 ▲28 ▲11 10 ▲15 0 ▲40 

化 学 ・ 金 属 材 料 ▲18 ▲ 1  18 4  11 14 ▲ 6 1 6 

 

機 械 器 具 ▲25 ▲13  2 ▲10 ▲ 8 7 ▲11 ▲ 7 2 

小   売   業 ▲61 ▲47 ▲55 ▲37 ▲17 5 ▲30 ▲19 ▲48 

衣料・身の回り品 ▲66 ▲46 ▲49 ▲38 ▲23 6 ▲28 ▲13 ▲40 

食 料 品 ▲67 ▲46 ▲53 ▲34 ▲ 9 4 ▲32 ▲25 ▲50 

日 用 雑 貨 ▲50 ▲36 ▲45 ▲27 ▲15 6 ▲28 ▲14 ▲45 

耐 久 消 費 財 ▲61 ▲63 ▲69 ▲58 ▲28 1 ▲25 ▲24 ▲54 

 

余 暇 関 連 ▲57 ▲52 ▲70 ▲36 ▲14 13 ▲41 ▲19 ▲57 

サ ー ビ ス 業 ▲30 ▲26 ▲30 － ▲21 － ▲21 ▲19 ▲31 

企業関連サービス ▲24 ▲19 ▲25 － ▲20 － ▲16 ▲13 ▲29 
 

個人関連サービス ▲51 ▲43 ▲44 － ▲22 － ▲27 ▲25 ▲38 
(注) 1．調査項目：業況（良い・普通・悪い）、売上高（増加・ほぼ同様・減少）、仕入価格・販売価格（上 

昇・ほぼ同様・低下）、製品商品在庫（過大・適正・不足）。 
2．売 上 高：製造業は生産額。 
3．仕入価格：卸売業・小売業は仕入高。 
4．販売価格：サービス業は料金単価。 

東京都中小企業の景況 
（平成１６年４月調査） 
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都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況 
（四半期調査：平成16年１～３月期） 

 

設備投資 増加傾向だが前期比わずかに減少。 

     製造業は着実に増加。 

     来期の実施予定はサービス業以外全て増加。 

採算状況 改善続く。 

資金繰り 改善続き、特に製造業で目立つ。 

雇用人員  過剰感さらに低下。 

 

■調査の概要■ 

◇設備投資を「実施した」企業の割合は、前期に比べわずかに減少

した。しかし、前年同期比では5.8ポイント増加している。特に製

造業で実施企業の割合が増加している。 

◇来期の設備投資の実施予定をみると、「実施予定」と回答した企業

の割合は前年同期比で2.4ポイント増加し、設備投資意欲が増して

いることがわかる。特に製造業では前年同期比4.8ポイント増加と、

さらなる実施が見込まれる。 

◇当期の採算状況を「赤字」とする企業の割合は、全体で前期比1.6

ポイント減少した。また、「黒字」とする企業の割合も全体で前期

比3.1ポイント増加しており、採算状況は改善している。 

◇当期の資金繰りが「苦しい」とする企業の割合は、全体で前期比

2.6ポイント減少し、資金繰り状況の改善が続いている。特に製造

業では5.2ポイント減少と、改善が目立つ。 

◇当期の雇用人員を「過剰」とする企業の割合は全体で前期比2.1

ポイント減少した。前期比では小売業のみ「過剰」が増加。製造

業と卸売業は「過剰」が減少した。特に製造業の雇用調整進捗が

目立つ。 

 

■設備投資■ 

＜当期実績＞ 

設備投資を「実施した」企業の割合は、平成15年の第１～第４四

半期をみると15.1％、17.3％、18.3％、21.7％と連続で増加してい

たが、当期（平成16年１～３月）は前期（平成15年10～12月）に比

べ20.9％と0.8ポイント減少した。 

業種別に前期と比較してみると、製造業で実施企業の割合が増加し

たものの、他の３業種では減少した。特にサービス業では前期に比べ

5.3ポイント減少した。また、小売業も1.9ポイント減少した(図表１)。 

一方、前年同期(平成15年1～3月)との比較でみると、全体では

15.1％から20.9％と5.8ポイント増加しており、増加傾向にある(図

表２)。業種別でみても、すべての業種で増加しており、特に製造業

は24.5％（前年同期16.2％）と8.3ポイント、小売業では13.3％（同

6.4％）と6.9ポイントと、設備投資を実施した企業の割合が大きく

増加している。 

 

図表１ 設備投資を実施した企業の推移 
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＜来期予定＞ 

来期(平成16年４～６月)の設備投資予定をみると「実施予定」の割

合は全体で21.2％と前年同期(15年１～３月)調査時の18.8％から2.4

ポイント増加しており、設備投資意欲が増していることがわかる。 

業種別では、製造業が27.4％(前年同期22.6％) と4.8ポイント、

卸売業が17.1％（同14.9％）と2.2ポイント、小売業は11.6％（同

8.6％）と3.0ポイント増加した。一方、サービス業は27.5％（同

29.0％）と1.5ポイント減少した。 

当期に設備投資を「実施」した割合と来期の「実施予定」を比較

すると全体では0.3ポイント「実施予定」が上回っており、来期さら

に設備投資が進むことがうかがえる。業種別にみると製造業は「実

施予定」が2.9ポイント、卸売業では「実施予定」が0.9ポイント上

回っている。小売業、サービス業が下回っていることと比較すると、

製造業と卸売業では継続して設備投資が実施される見込みが高い。 

 

図表２ 設備投資の実施と予定 

当    期（1～3月） 来    期（4～6月） 質問事項 

   

区分 実施した 実施してない 実施予定 予定なし 

20.9 79.1 21.2 78.8 
全 体 

(15.1) (84.9) (18.8) (81.2) 

24.5 75.5 27.4 72.6 
製 造 業 

(16.2) (83.8) (22.6) (77.4) 

16.2 83.8 17.1 82.9 
卸 売 業 

(12.0) (88.0) (14.9) (85.1) 

13.3 86.7 11.6 88.4 
小 売 業 

(6.4) (93.6) (8.6) (91.4) 

28.3 71.7 27.5 72.5 
サ ー ビ ス 業 

(26.7) (73.3) (29.0) (71.0) 

（注） （ ）内の数値は前年同期（平成 15年 1～3月）の比率。 

■採算状況■ 

当期の採算状況を「赤字」とする企業の割合は、全体で35.1％(前期

36.7％)と1.6ポイント減少した（図表3）。「赤字」企業の割合は平成15

年の第1四半期（42.1％）以来連続で減少しており、着実に改善している。 

業種別に「赤字」企業の割合をみると、製造業が29.4％(前期33.5％)

と4.1ポイント、卸売業が27.8％(同29.3％)と1.5ポイント、小売業が

57.4％(同57.9％)と0.5ポイント減少し、採算状況が良くなっているこ

とがわかる。しかしサービス業のみ29.2％（同27.0％）と前期比2.2ポ

イント赤字企業の割合が増加している。製造業は平成15年の第1四半期

から連続して割合が減少しており、着実に改善していることがわかる。 

また、「黒字」とする企業の割合も全体で27.9％（前期24.8％）と 

3.１ポイント増加した。業種別でみても、サービス業が前期比0.7ポイ

ント増とわずかな増加にとどまっているものの、すべての業種で増加

しており、採算状況の改善傾向がわかる。 

 

図表３ 当期の採算状況・資金繰り・雇用人員 

当期の採算状況 当期の資金繰り 当期の雇用人員 
質問 

事項 

   

区分 黒字 
収支 

トントン 
赤字 楽 普通 苦しい 過剰 適正 不足 

27.9 37.0 35.1 7.7 54.0 38.3 12.0 75.0 13.1 
全 体 

(24.8) (38.4) (36.7) (7.9) (51.2) (40.9) (14.1) (74.0) (11.9) 

30.6 39.9 29.4 7.9 59.3 32.8 13.2 74.0 12.8 
製 造 業 

(27.0) (39.5) (33.5) (7.4) (54.6) (38.0) (17.0) (72.8) (10.2) 

34.0 38.1 27.8 8.7 57.3 33.9 11.1 76.3 12.6 
卸 売 業 

(30.4) (40.3) (29.3) (9.0) (56.1) (34.9) (15.2) (74.2) (10.7) 

12.1 30.6 57.4 4.7 41.9 53.4 12.4 76.7 10.9 
小 売 業 

(9.3) (32.8) (57.9) (5.0) (39.5) (55.5) (11.9) (77.8) (10.3) 

32.9 37.9 29.2 9.3 54.8 35.8 10.7 73.0 16.4 
サービス業 

(32.2) (40.7) (27.0) (10.6) (53.4) (36.0) (11.1) (71.7) (17.3) 

（注） （ ）内の数値は前期（平成 15年 10～12 月）調査時の比率。 
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■資金繰り■ 

当期の資金繰りの状況を「苦しい」とする企業の割合は、全体で

38.3％(前期 40.9％)と 2.6 ポイント改善した（図表３、４）。 

業種別では、製造業が 32.8％(同 38.0％)と 5.2 ポイント、卸売業が

33.9％（同 34.9％）と 1.0 ポイント、小売業が 53.4％（同 55.5％）

と 2.1ポイント、サービス業が 35.8％（同 36.0％）と 0.2 ポイント減

少した。特に製造業は前期比だけでなく、「苦しい」の割合が過去３年

間で最も高かった 50.9％に比べても 18.1 ポイント減少と、大幅な改

善となっている。サービス業は 4四半期連続、製造業と卸売業では３

四半期連続で減少しており資金繰りの着実な改善傾向がわかる。しか

し、小売業は前年同期比では割合が減少し改善しているものの、他の

３業種に比べてなお「苦しい」の割合が高い。業種区分ごとにみても

全ての区分で「苦しい」の割合が50％を超えており、小売業種に資金

繰りの厳しい企業が多いことがわかる。 

 

図表４ 資金繰りの状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■雇用人員■ 

当期の雇用人員を「過剰」とする企業の割合は、全体で12.0％（前

期14.1％）と2.1ポイント減少した。また、「不足」が13.1％(同11.9％)

と1.2ポイント増加しており、従業員の過剰感が薄らいでいることがわ

かる（図表３、５）。 

業種別に前期比をみると、小売業のみ「過剰」が増加し「適正」が

減少した。製造業では、「過剰」が3.8ポイント減少し「不足」が2.6

ポイント増加、卸売業では「過剰」が4.1ポイント減少し「不足」が1.9

ポイント増加した。サービス業は「不足」の割合が他の３業種に比べ

て高く、「不足」と「過剰」の差をみても５四半期連続で「不足」が「過

剰」を上回っており、人材不足が続いていることがわかる。 

全体的に「過剰」の割合は平成13年第4四半期をピークに減少傾向に

あり、従業員数を適正な水準にするための雇用調整が一段落してきた

ことがうかがえる。 

 

図表５ 雇用人員の推移 
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